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最近の道内景気は、やや弱めの動きとなっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から基調としては減

少している。個人消費は、冬物商品の不振などから、やや弱めの動きとなっている。設備投

資は、製造業の能力増強投資を中心に増加している。住宅投資は、昨年後半以降の落込みに

よる反動もあり、持ち直しつつある。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は一部に弱い動きがみられるものの、横ば

いで推移している。企業倒産は、件数は増加したが、負債総額は減少している。
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①個人消費

１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲４．４％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲３．８％）は、衣料品や身

の回り品などが減少し、７ヶ月連続で前年を

下回った。スーパー（同▲４．８％）は、衣料

品などが減少し、７ヶ月連続で前年を下回っ

た。

コンビニエンスストア（同▲２．６％）は、

６ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資

１月の新設住宅着工戸数は、２，１０３戸（前

年比＋１９．２％）と７ヶ月振りに前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同＋１６．８％）、

貸家（同＋８．８％）、分譲（同＋４８．５％）と全

てが増加し、前年を上回った。

昨年４月からの着工戸数累計では、３７，４２６

戸（前年同期比▲１７．０％）となり、前年を下

回っている。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

１月の鉱工業指数は、生産では、前年に比

べ一般機械工業などが減少したものの、輸送

機械工業や電気機械工業などが増加した。

前月比では＋４．４％と３ヶ月連続で増加

し、前年比では＋２．７％と２ヶ月振りで増加

した。

④公共投資

１月の公共工事請負金額は、１５０億円（前

年比＋１４．０％）と４ヶ月連続で増加した。

昨年４月からの累計では請負金額７，８００億

円（前年同期比▲６．４％）と減少基調にあ

る。

⑤雇用情勢

１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．５１倍となり、前月比では０．０２ポイントの

上昇、前年比では０．０２ポイントの低下となっ

た。

また、新規求人数は医療・福祉や情報通信

業などは増加したが、サービス業や建設業な

どの減少から前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数

１月の来道客数は、８３８千人（前年比±

０．０％）と横ばいとなった。

昨年４月からの累計来道客数は、１０，９０２千

人（前年同期比▲２．１％）と前年を下回っ

た。

⑦貿易動向

１月の道内貿易額は、輸出が前年比１２．９％

増の２７２億円、輸入が同１４．４％増の１，２９８億円

となった。

輸出は、自動車の部分品や一般機械などが

増加し、３ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は原油・粗油や石炭などが増加し、５

ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

２月の企業倒産は、件数は５４件（前年比＋

１０．２％）と前年を上回ったが、負債総額は８８

億円（同△２３．７％）と減少した。

業種別では、建設業が２５件と最も多く、続

いて、小売業（８件）、製造業（７件）とな

った。

道内経済の動き

― ３ ―
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調査レポート２月号・３月号において、日本の食料自給率が危機的状況であること、およびそ

の中で北海道は国内の自給率維持のために重要な役割を果している地域であることについて触れ

てきた。

しかし現在、日本の農業はさらなる危機に直面しており、それは北海道農業も例外ではない。

そこでシリーズ最終回となる本号では、日本および北海道の農業が直面している問題のうち主要

なものを取り上げて検討したい。

１．日豪（日本・オーストラリア間）EPA問題について

EPAとは経済連携協定（Economic Partnership Agreement）のことであり、協定構成国間での物

・サービス・投資の自由化や人的交流拡大・協力の促進等を目的とするものである。日本は現

在、アジア各国を中心として１５の国・地域と協定締結または交渉を行っている。

このうち日豪EPAは平成１７年から共同研究が開始され、平成１８年１２月に交渉開始を合意してい

る。なお「日豪経済関係強化のための共同研究報告書」において指摘されている協定締結の主な

意義は

・ 物品貿易の自由化による両国の経済成長

・ 食料供給の安定確保

・ 鉱物・エネルギー供給の安定確保

・ 投資・サービスの自由化

などである。

実際、同報告書においては日豪両国が

全ての分野で即時関税撤廃を実施した場

合、オーストラリアの国内総生産は＋

１．７９％、日本の国内総生産も＋０．１３％と

なると指摘している。

このようなマクロ的メリットを背景と

して平成１９年４月には第１回交渉が開始

され、また同年中に計３回の交渉が行わ

れ、直近では本年２月にも会議が実施さ

れている。

さて、マクロ的に見ると日豪EPA交渉

に不安材料は無いようであるが、協定が

両国にもたらす効果を産業別に見ると、

大きな問題点が浮かび上がる。図表１は

平成１７年４月に発表された「日豪貿易経

済枠組」共同報告書において公表され

た、日豪の貿易・投資を自由化した場合

産業分野 輸出 輸入 生産 労働
穀物 （注）１９２．３％ ３９．８％ －２１．１％ －３０．７％
酪農・乳製品 （注）１０６．７％ ３６．３％ －１０．１％ －１４．９％
畜産・肉製品 １９．９％ ３．３％ １．６％ １．４％
その他加工食品 ８．２％ －０．７％ １．１％ １．３％
その他農業 ６．８％ ０．９％ －０．８％ －０．９％
林業・木製品 １．３％ ０．０％ ０．１％ ０．１％
水産業 －０．２％ ０．８％ ０．８％ ０．９％
石炭 ０．２％ ０．１％ ０．１％ ０．０％
天然ガス ０．７％ ０．１％ ０．３％ ０．１％
その他鉱業 ０．１％ ０．１％ ０．０％ ０．１％
繊維・衣料 ０．９％ ０．０％ ０．２％ ０．２％
紙製品・印刷 ０．８％ －０．１％ ０．０％ ０．０％
化学 ０．５％ －０．１％ ０．０％ ０．１％
金属 ０．９％ ０．１％ ０．３％ ０．３％
金属製品 １．０％ －０．１％ ０．１％ ０．１％
自動車 １．０％ ０．０％ ０．４％ ０．４％
その他輸送機械 ０．３％ ０．０％ ０．２％ ０．２％
電気機械 ０．３％ ０．０％ ０．１％ ０．１％
その他機械・設備 ０．６％ ０．０％ ０．２％ ０．２％
その他製造業 ２．４％ －０．５％ ０．３％ ０．４％

レポート

食料問題と北海道農業（３）
～日本および北海道の農業が直面している問題～

図表１ 日豪貿易自由化が日本の産業に与える影響（増減率）
（出所：日豪貿易経済枠組）

（注）穀物と酪農・乳製品の輸出増加率は大きいが、増加額は１５０万円程度
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― ５ ―

の産業別の影響度を表したものである。これによると、確かに大部分の産業で貿易が活性化する

ものの、「穀物」「酪農・乳製品」分野についてはオーストラリアから日本への輸入が大幅に増加

し、その影響で日本国内の生産は大幅に減少するという結果となっている。（なお、穀物と酪農・

乳製品の輸出増加率が大きくなっているが、実額での輸出増加額は約１５０万円程度であり、留意

する必要がある。）

つまり日豪EPAによりもたらされるマクロ的メリットは日本の農業を犠牲にした上で成り立つ

ものであると理解できる。では、日本の農業や北海道には最悪のケースでどの程度のダメージが

あるのだろうか。

図表２は日豪EPAが締結されて関税が撤廃された場

合、農業等に及ぼす影響を一定の条件の下に試算したも

のである。これによると日本全国では約７，９００億円（農

水省試算）、また北海道では約４，５００億円におよぶ農業生

産額減少となってしまう（北海道庁試算）。さらに道庁

では波及的な損失も試算しており、これらを加えると北

海道経済全体としては生産額ベースで約１兆３，７００億

円、付加価値ベースでは約８，０００億円もの経済損失が発

生する。また雇用についても製造業・商業・サービス業

を中心に約４７千人の就業機会が失われるとの結果になっ

ている。

これらの結果については日豪EPA推進サイドの研究者

等からは過大であるとの指摘もあるが、日豪共同研究に

おいても日本の農業分野にはマイナスの影響があるとの

結果となっていることや、特に北海道に関しては影響が

及ぶことが必至であること、日豪間の農産物関税撤廃の

影響がアメリカなど他国との農産物輸入（関税撤廃）に

も及ぶ可能性があることなどを考慮すれば、このような

最悪のシナリオを考えておくことは重要である。

特に日本の「食料安全保障」について考えた場合、農産物の関税撤廃を前提として日豪EPAが

締結された場合の弊害は非常に大きい。まず前段で触れたように、現在世界的に食料需給が逼迫

しており、今後は海外からの食料輸入が減少する可能性は十分あり、これ以上輸入依存度が高ま

ることは非常に危険である。加えてこれまで関税を財源として農産物の内外価格差を調整してい

たスキームが維持できなくなる。すると当然ながら北海道をはじめとする日本の農家が大きな打

撃を受け、食料自給率も大幅にダウンする。（農水省の試算では自給率が１２％まで落込むことにな

る（注１）。）

このような事態になれば、食料危機の際には国産農産物のみで「昭和２０年代前半の食事は維持

できる」という危機対応の目論みも崩れてしまう。

道内への影響額 合計 ▲１３，７１６（億円）

図表２ 日豪間の関税撤廃が農業に与える影響
（出所：農水省データ／北海道農政部データ）

豪州産農産物の関税撤廃による影響

道内 全国
小麦 ▲８５２ ▲１，２００
砂糖（てん菜等の生産） ▲８１３ ▲１，３００
乳製品（酪農生産額） ▲２，３６９ ▲２，９００
牛肉 ▲４２２ ▲２，５００
小計 ▲４，４５６ ▲７，９００

＜直接的影響（生産額減少）＞ （億円）

生産額 雇用
農業 ▲１，０３１ ▲１，４７４
製造業 ▲５，５１９▲２２，１３８
建設業 ▲８４ ▲７１９
電気・ガス・水道業 ▲２１０ ▲５８０
商業 ▲６４４ ▲８，３３０
金融・保険・不動産業 ▲６１１ ▲１，７５６
運輸・通信・放送業 ▲３６２ ▲２，５４０
サービス業 ▲７０２ ▲７，５５４
その他 ▲９７ ▲１，４６９
小計 ▲９，２６０▲４６，５６０

＜道内経済への間接的影響（経済損失波及）＞
（億円・人）
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このように論じると日豪EPA推進サイドからは、「そのような事態にならないようにも、食料

の安定供給先を確保する為にオーストラリアとEPAを締結する必要があるのではないか」との意

見もあろう。

確かにEPAを締結すれば、世界的な食料危機となっても、オーストラリア政府が輸出禁止をし

ないようにするというような効果は持つかもしれない。しかしよく考えれば、世界的な食料危機

が発生した場合には政府が輸出禁止をせずとも、コスト的に（輸送コストなどが少額で済むた

め）国内消費向けの出荷が優位となろう。また仮に（かつて旧ソ連が食料を買占めたように）高

価格を提示して輸入食料を確保しようとしても、世界各国との食料争奪になることから、必ずし

も必要量を調達できるとは限らない。従ってEPAの締結は食料の安全保障策とはなり得ないので

ある。

さて、以上のように日豪EPA交渉は日本の食料安全保障に関わる話であるにもかかわらず、マ

クロ的な効果と日本の農業自給を同じ天秤に掛けて論じても良いのだろうか。答えは明白である

と思う。

幸い、現在の日本政府の交渉スタンスは「国内農業への影響を十分踏まえ、守るべきものは守

る」というものであり、今後もこのスタンスが維持されることを願いたい。

なお本レポートは決して日豪EPA締結そのものに反対しているのではない。が、以上のような

理由から農産物の関税撤廃を前提として日豪EPAが締結されることには危機感を覚える。日豪

EPAの締結にはエネルギー資源や食料の禁輸措置を防ぐ効果があるため、既にオーストラリアと

EPAを締結している国に劣後しない為には、今後もEPA締結に向けた議論は必要である。しかし

マクロ的メリットに関する議論が先行して、日本の食料自給が危うくなる事態は断じて回避すべ

きであり、その為には農業分野での妥協は許されない。

また仮に「エネルギー資源の安定確

保・食料の安定確保」などを主眼とし

て日豪貿易が完全自由化されるのであ

れば、関税に代わって国内農業を保護

する為の財源（農水省の試算では

４，３００億円が必要）をしっかりと確保

する必要がある。そしてその際には、

貿易自由化によって受益を受ける者が

あれば、当然に応分の負担を求めるべ

きであろう。

２．担い手問題について

図表３は農業就業人口と耕地面積・

耕作放棄地面積の推移を示したもので

図表３ 全国の農業就業人口と耕地面積・耕作放棄地面積の推移
（出所：農水省 農林業センサス）
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ある。食の安全保障を考えると農業生

産量のアップは喫緊の課題であるが、

一方で残念ながら農業就業人口・耕地

面積はともに減少の一途をたどってい

る。また逆に耕作放棄地は年々増加し

ていることが読み取れる。

この耕地面積の減少や耕作放棄地の

増加には様々な要因があるものの、そ

の１つとして大きなものには、農業就

業者の高齢化と跡継ぎや次代の農業担

い手の不足が挙げられるだろう。

図表４は全国の農業就業人口の平均

年齢推移を表している。平均年齢は右

肩上がりであり、農業者の世代交代が

進んでいないこと、また平成１８年の平

均年齢が男女ともに６３歳を越えていることを考えると、農業従事者の高齢化問題・担い手問題に

は時間的猶予がないことが分かる。では現在、これらの問題に対してどのような対策が講じられ

ているのであろうか。

（１）新規就農者対策

政府では若年層の就農促進を図るため、平成７年に「青

年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置

法」を制定している。同法は青年就業者に対する資金支援

（無利子貸付等）の根拠法となっているのみでなく、同法

に基づいて各都道府県では就農促進方針を定めて計画的に

青年就農者を確保していくことになっているほか、就農者

を実務的に支援する都道府県青年農業者等育成センターを

指定することができるようになっている。

北海道においては同法の制定時に年間約５００名前後であ

った新規就農者が現在では７００名前後となっており、相応

の効果が出ている（図表５）。特に近年では、一時的に農

業以外の事業に従事したものの自家農業に戻って就農する「Uターン就農者」が増加しているほ

か、全くの新規就農者も平成７年前後に比べて２倍以上の水準となっている。また就農者の技術

面のバックアップとして、農業大学校や花き・野菜技術研修などが準備されており、就農への環

境も整ってきている。

但し、非農業関係者の新規就業者実数は年間６０～８０名前後（道内）と、まだまだ少ないのが現

合計 新規学卒 Ｕターン 新規参入
Ｈ７ ５０１ ４１７ ５３ ３１
Ｈ８ ５８４ ３７４ １８０ ３０
Ｈ９ ５８８ ３９９ １４６ ４３
Ｈ１０ ５６０ ３６８ １４１ ５１
Ｈ１１ ５８１ ３３２ １９７ ５２
Ｈ１２ ５９９ ３４３ １９２ ６４
Ｈ１３ ７０１ ３９１ ２０８ １０２
Ｈ１４ ６９７ ３６４ ２４７ ８６
Ｈ１５ ６７１ ３３８ ２５３ ８０
Ｈ１６ ７２８ ３９１ ２６６ ７１
Ｈ１７ ６５３ ３３１ ２６７ ５５
Ｈ１８ ６９５ ３２３ ３０３ ６９

図表４ 全国の農業就業者平均年齢推移
（出所：農水省 農林業センサス
農業構造動態調査/総務省 国勢調査）

図表５ 北海道の新規就農者推移
（出所：北海道農政部） （単位：人）
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実である。したがって今後の課題とし

ては、新規就農希望者や未就業の若年

層への農業PRと農業自体の魅力をア

ップさせる施策が必要となろう。特に

北海道は（専業農家が多いためか）営

農者の後継者がいる率が低い（注２）。し

たがって新規就農希望者を募ることは

他地域に増して重要となる。

また若年層の新規就農者は事業拡大

意欲も強く（図表６）、今後の日本の

農業をリードする人材が生まれる可能

性も高い。よって新規就農者対策を、

今後更に充実させていく必要がある。

なお農業の職業としての魅力を向上させるに

は、収入のアップが最も大きな課題（図表７）

であり、そのためには付加価値を上げるチャレ

ンジへの支援策が必要である。具体的には

・ 生産物の加工に関する技術指導や協力

・ 生産物や加工品の販路紹介

・ 資金支援

及び、これらの組み合わせによる各種リスクの

軽減などが考えられる。

またさらに、各施策の実効性を上げるために

は、商工官金（金融）の連携も不可欠である。

この点で、平成１９年１１月に農水省と経産省では

「農商工連携促進等による地域活性化に取組

む」としており、その骨子は

・ 地域産品販売促進、新商品開発支援

・ 地域産業のイノベーション促進支援（IT導入等）

・ 地域の知財活用促進（特許等）

・ 農業関連施策と中小企業関連施策の連携（動産・債権担保融資（ABL等）の利用）

・ 地域産品の輸出促進

などとなっている。これらの施策は農業付加価値アップのための要件と合致しており、具体的に

推進されれば農業者の所得アップにもつながっていくと考えられる。（例えば、農業者が食品加工

業に進出する際の資金を総額の１／２について国が補助し、そのほか自己資金１／４・ABLによ

る融資１／４によって支援する、また出来上がった製品の販路を商工会議所などが斡旋するとい

図表６ 新規就農者の年齢別事業拡大意欲
（出所：農水省 平成１９年新規就農者就業状態調査）

図表７ 新規就農者の農業経営の課題
（出所：農水省 平成１９年新規就農者就業状態調査）
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図表８ 農業生産法人参入状況と参入理由（出所：北海道農政部）

Ｈ１１以前 Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８以降 合計
２４ ４ ８ ６ １３ １５ ９ １３ ９２

農業生産法人の参入時期 （単位：法人）

建設業 食品関連 資材販売等 農産物販売 その他
雇用対策 ３０ １
原料供給 ７ ２
事業拡大・新分野進出 １１ １２ ９ ６ １０
遊休農地対策 ３ １ ３
その他・不明 １０ ２ １ １２

計 ５４ ２２ ９ ７ ２８

農業へ参入した企業数と参入理由 （単位：社）

※数社で１つの農業法人を立ち上げるケースがあるため、農業法人数と参入企業数は一致しない

ったように、具体的な取組みが実施されれば、徐々に効果が表れるであろう。）

（２）農外企業等の農業参入促進

担い手確保の策としては農業者以外の法人の農業参入も重要となる。図表８は北海道内での農

業以外企業（以下、農外企業）と関連のある農業生産法人数の推移を表したものである。平成１１

年以前はトータルで２４法人に過ぎなかったものが、平成１５年頃からはコンスタントに増加し、平

成１９年９月現在の農外企業関連法人数は９２法人となっている。また平成１６年からは（当初は特区

として）農地のリースによる農外企業の参入が認められ、現在では道内で１１法人が参入してい

る。

参入した農外企業の主業をみると建設業が最も多く、半数近くが建設業からの参入であり、つ

いで食品関連業者となっている。また参入理由については、建設業から参入する場合は「雇用対

策」が多く、食品関連では「事業拡大」「原料供給」などを理由として挙げている。このことか

ら、公共工事が減少する中で、農業が建設業の新分野参入やイノベーションのための重要な受け

皿となっていることが確認できる。また今後も安定的に農外企業の農業参入を進めるには、経営

・技術サポート体制の確立や耕作適地の紹介、生産物の販路紹介などの情報提供が必要となるだ

ろう。

さらに制度全体としては、業務執行役員の農業従事日数要件や議決権に関する要件など、未だ

参入要件も多いことから（農外企業が土地転売等をせずに農業を継続する為の一定の拘束事項は

必要ではあるが）何らかの改善策も検討が必要と思われる。

なお、道外企業の参入は１９社／１２０社中（１５．８％）であり、現在のところ、農外企業の農業生

産による収入は概ね北海道内で還流するか、本道の移出に貢献していると考えられる。

（３）既存農家の経営安定対策（品目横断的経営安定対策）

今後の農業生産を維持する為には、意欲ある既存農業者の経営を安定させる策も重要となる。

このため政府では平成１９年産分より、土地利用型農業（注３）である米・麦・大豆・てん菜・でん粉

用ばれいしょを対象として「品目横断的経営安定対策（以下、経営安定対策）」を実施してい
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図表９ 品目横断的経営安定対策の概要（参考資料：農水省 品目横断的経営安定対策とは？）

る。この経営安定対策とは、一定条件を満たした意欲ある農業の「担い手」に限って、その経営

を安定させるための施策であり、その支援内容は

・ 諸外国との生産条件格差から生じる不利を補正する補てん

・ 過去の標準的収入を下回った場合、減少の影響を緩和する為の補てん

の２種類から成っている。なお、同対策の概要は図表９の通りである。
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問題点の指摘 見直しの概要

交
付
金
に
つ
い
て

・生産条件不利補正対策のうち、過去の生産実績に基づ
く補てんについて、直近の収量が反映されないのではな
いか。

（参考：対策の仕組み）
補てんの基準となる面積単価は、農業災害補償制度で定
める、H１０～H１６のうち中庸な５年の平均単収を基にし
た単価となっている。このため近年収量が伸びた地域の
面積単価は低くなる傾向がある。したがって場合によっ
ては、H１８年よりH１９年の収量が多くても、交付金額は
減少してしまう可能性がある。

・先進的な小麦等産地の振興

近年、単収向上が著しい先進的な小麦産地やてん
菜産地において、地域生産力に見合った収入確保
を支援する。
（関連予算としてH１９補正およびH２０年度当初予算
において１６８億円を計上）

・収入減少緩和対策の補てんについては価格が大幅に下
落した場合、経営安定につながらないのではないか。

（参考：対策の仕組み）
現行の対策は、その年の収入が過去の標準収入を下回っ
た場合、差額の９割を補てんするもの。その原資は標準
収入の１割に相当する額を予め、生産者１：国３の割合
で拠出している。

・収入減少緩和対策の充実

１９年産で１０％を超える減収があった場合は、１０％
を超えた分について農家拠出なしに国の負担分に
よる補てんを行う。
２０年産以降は、農家の選択により１０％を超える減
収に備えうる仕組みを整備する。
（関連予算として１１１億円を計上）

・交付金の交付が遅く、資材購入資金が確保できない。 ・交付金支払を一本化、申請手続も簡素化し、支
払時期も前倒し

加
入
要
件

・経営安定対策の対象となる面積の要件は（特例がある
といっても）厳しいので緩和して欲しい。

（参考：経営規模要件）
①認定農業者は北海道１０ha、都府県４ha以上
②集落営農組織は２０ha以上
但し、条件が不利な地域、中山間地域には特例があるほ
か、所得確保の為の特例もある。

・面積要件の見直し（市町村特認制度の創設）

経営面積にかかわりなく、地域農業の担い手とし
て「水田農業ビジョン」に位置付けられている認
定農業者や集落営農組織について、経営安定対策
加入への道を開く。

・集落営農については、経営の実態が整っていないの
で、５年以内に農業生産法人化するという要件は厳し
い。

・集落営農組織に対する法人化等の指導の弾力化

現場の指導が画一的にならないよう、要領等で明
記。

図表１０ 品目横断的経営安定対策の問題点と見直し概要（出所：北海道町村会資料）

�

�

この経営安定対策の主な狙いは

・ 農業の構造改革を加速する為、農業経営の効率化と農地の集約化を促す

・ 意欲と能力のある農業の「担い手」に限って交付金による補てんを実施することとし、い

わゆるバラマキを防ぎ、国民の理解を得るとともに、農業のプロによる経営を支援する

・ WTOでの協定など、国際規律に耐えうる政策体系を確立する

という３点である。

このうち本道では経営体数で対象品目作付農家の８割に及ぶ、約２２，３００戸の農業者が経営安定

対策への加入手続きを行っていることから、経営安定対策が道内農業に与える影響は極めて大き

い。

しかし残念ながら、経営安定対策導入の初年度となった平成１９年産分に関しては、図表１０の通

り様々な問題が指摘されており、特に小麦産地の一部などでは収量は増加したものの、従来の交

付金支給の仕組みと比べて、得られる交付金が減少するという事態が起こった。
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これは交付金算定方法の変更によるもの（詳細は図表１０を参照）であるが、政府も農業者の所

得安定を図るべく平成１９年１２月には新たな支援対策予算を組んでいる。（１９年度補正および２０年度

当初予算案において、小麦・てん菜産地緊急支援対策として１６８億円が計上された。）

また経営安定対策の制度自体も見直されることになっており、特に

・ 面積要件の見直し

・ 集落営農組織に対する法人化等の指導の弾力化

など、制度の根幹に関わる変更が予定されている。しかしこれらが実施されると農地の集約や経

営の効率化が進まず、経営安定対策の本来の狙いである農業の構造改革が停滞しかねないと懸念

されている。ただ一方では、「小規模であっても意欲ある農業者は存在する」と言う意見や「集

落営農については経営安定対策に加入するため俄かに始めたことから経営としての実態が伴って

おらず、５年以内に法人化するのは難しい」との声もあり、これらの実情を踏まえた政策変更は

やむを得ないとの指摘もある。

いずれにしても、農業経営の効率化による農家収益のアップと経営の安定化への取組みは急務

であり、また農地の面的集約をすすめて耕作放棄地を無くすなどの取組みも重要である。

政府では５年間で耕作放棄地を無くするという目標を掲げ、平成１９年１月に「農地改革に関す

る有識者会議」を立ち上げており、同年１１月には「農地改革の展開方向について」と題するレポ

ートを纏めている。同レポートでも耕作放棄地の解消策として「農地の面的集約」を課題として

おり、その意味でも農地政策の各プランに加えて、経営安定対策の実効を上げることで、農地の

有効利用や意欲ある農業の「担い手」の経営を支えるとともに、農業のプロを育成して農業の職

業としての魅力を高めていく必要があるだろう。

おわりに

日本の食を巡っては、これまで論じたように様々なリスクが顕在化してきている。また本レポ

ートで取り上げた事項以外にも問題が存在する。例えば、現在中国産の冷凍ギョーザによる中毒

発生が話題となっている。原因はメタミドホスと呼ばれる殺虫剤であるといい、本稿執筆時点で

は製造時または流通経路での混入等か残留農薬なのかは定かではない。しかしいずれにしても輸

入食品の安全管理は生産国に依存する部分も多く、その意味で食料輸入大国である日本は、より

多くのリスクを背負っていることになる。またほかにも、国内での食料流通の仕組みに関して

様々な問題を指摘する声がある。

このように問題は山積みであるが、最も必要な対策は、まず、国産かつ「安全・安心」な食料

による自給率を高めていくことであると考える。そしてそのためには、国民が「食は命に関わる

問題」であることを再度認識する必要がある。BSE問題や中国産冷凍食品の問題などが発生した

ときに俄かに思い出すのではなく、である。

近年「食育」という言葉をよく耳にする。小さい子どものうちから、食料となる食物の成長の

仕組みやそれを育てる人々の苦労、原材料そのものの味や地産地消の意義などを考えさせようと

いうものである。このような運動による「食」への意識の高まりは非常に重要であり、今後もよ
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レポート

― １３ ―

り具体的に取組んでいくべき課題であ

ろう。

また食料自給率を上げるためには、

農業生産量の向上以外に我々の食生活

の見直しも必要ではないだろうか。図

表１１は日本の食料廃棄量を表したもの

である。日本では実に１，１３５万トンも

の食品廃棄物が発生しており、これは

世界の食料支援量の約３倍に上る。

また各世帯での食品ロス率は平均３．７％であり、食品を食べ残した理由として約７割が「料理

の量が多かった」ことを挙げている（注４）。このように日本の食事情は非常にムダが多い。さらに

近年メタボリック症候群問題として取り上げられているが、肥満者の割合も増加していることを

考えると、日本人が食生活を見直し、自給率の比較的高い、米・魚・野菜などを中心に、適量の

食事を取るようになれば、食料自給率が上がっていくほか、健康面でのメリットも享受できるよ

うになるだろう。

さらに現在、食料のエネルギーへの転用が大きな問題となっているが、この点で日本は、（自

国の食料自給率が極端に低い国家であるから）通常のバイオエタノール生産などではなく、廃棄

物やし尿等を利用したバイオマスの研究や燃料電池・太陽光、風力、波力発電の活用・水素エネ

ルギーの研究など、「技術」によって、自国および世界のエネルギー問題に貢献すべきではない

だろうか。

そして最後に、日本の中でも我々の住む「北海道」は、今後も日本の食料を支え、またバイオ

マスの研究などでエネルギー問題にも貢献できる非常に重要な地域である。そしてその存在感

は、今後ますます大きなものになるに違いない。であるから、北海道では将来の産業ビジョンに

おける中心事項として、農業やバイオマス技術の振興を明確にして、しっかりとしたロードマッ

プ（誰が・いつまでに・なにを・どのように実施するか）を描いていくべきであろう。

（注１）農林水産省資料をもとに、北海道農政部で作成した「日豪EPA/FTAの交渉について Ver１１」による
（注２）２００５年農林業センサスによると、農業を主業する販売農家のうち同居後継者がいる割合は、全国３９．９％・北海

道２５．７％となっている
（注３）土地利用型農業とは、労働生産性を高めて低コスト化を図るため、広大な農地を利用して、水稲・麦等の大規

模経営を行う農業形態のこと
（注４）農水省 平成１８年度食品ロス統計調査による

図表１１ 日本の食品廃棄量と世界の食糧支援量の比較
（出所：農水省 平成１９年食品循環資源の再生
利用等実態調査／ＷＦＰ（国連世界食糧計画）資料）

国連世界食糧計画
（ＷＦＰ）

のＨ１８年食糧支援量
約４００万トン約３倍！

食品製造業 ４９５万トン
食品卸売業 ７４万トン
食品小売 ２６２万トン
外食産業 ３０４万トン
計 １，１３５万トン

Ｈ１８年度の食品廃棄物発生状況
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新しい地方財政健全化策

本日は、地方分権改革と財政規律というテーマでお話させていただきます。

すでに、ご承知のように夕張市につきましては、財政再建団体ということになっております。

財政再建団体制度というのは、戦後６０年近く見直しがされてまいりませんでした。また、年末に

は大阪府が、違法とはいえませんが、数千億円という地方債につきまして、資金繰りのため返済

期限を延ばしていたということが明確になっています。これは財政再建団体化を回避するための

ある意味でのやりくりだったと聞いております。こういった問題がおきますのも、一つの要因と

しては、今の財政再建団体制度というものが、地方自治体の財政の一部のみに着目しているとい

うことで、全体像を十分に把握することができないところに問題があります。そこで、新しい健

全化法を設けました。それは、決して地方自治体について、財政運営を非常に厳しくするという

ことを目的としているわけではなくて、やりくりをしてしまいますと最終的には地方自治体、そ

して、そこに住んでいる住民の皆様が非常に厳しい状況になってしまう。しかも、今後先送りが

できる経済金融環境でもない、ということも踏まえまして新しい制度というものを設けていこう

講演

地方分権改革と財政規律
―新たな地方財政健全化策ー

地方公共団体の財政の健全化の推進

○ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」を平成１９年６月に制定し、地方公共団体の自己規
律による財政の健全化を推進。

○ 財政指標の公表は平成１９年度決算から、計画策定の義務付けは平成２０年度決算から適用。

○指標の算定方法、基準の設定について、地方公共団体の意見も反映
○１９年１２月７日に案を地方公共団体に提示、年内に閣議決定予定

（資料）総務省作成。

北海道大学公共政策大学院教授
地方分権改革推進委員会事務局長

宮脇 淳

財政の再生
財政再生計画の策定、計画につい
て国の同意手続、地方債の制限、
再生振替特例債 等

財政の早期健全化

財政健全化計画の策定、
外部監査の要求 等

早期健全化基準 財政再生基準

○実質赤字比率
・一般会計等の実質赤字の比率

都道府県：３．７５％

市町村：財政規模に応じ１１．２５～１５％

都道府県：５％

市町村：２０％

○連結実質赤字比率
・全ての会計の実質赤字の比率

都道府県：８．７５％

市町村：財政規模に応じ１６．２５～２０％

都道府県：１５％（※）

市町村：３０％（※）

○実質公債費比率
・公債費及び公債費に準じた経費の比重を示す比率

都道府県・市町村：２５％ 都道府県・市町村：３５％

○将来負担比率
・地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実
質的な負債を捉えた比率

都道府県：４００％

市町村：３５０％
―

（※）連結実質赤字比率の財政再生基準については、３年間の経過的な基準（１０～５％引上げ）を設ける予定。
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としているわけでございます。すでに法律が通っておりまして、総務省が作りました資料を用意

させていただいておりますが、これは昨年末総務省から明示をされました、健全化法に対する運

用基準であります。この基準にのっとりまして、新しい制度というものが、平成２０年度決算から

適用されるということになります。２０年度決算から適用されるということは、２０年度予算という

のをこれから地方自治体が作るわけですが、新しい健全化法のルールを踏まえてお作りいただけ

ればならないということで、ある意味で言いますと、平成２０年度予算編成から新しい制度が事実

上スタートするということになります。また、新しい指標にもとづくデータを今年の秋に公表し

なければならないということになっておりまして、皆様方におかれましては、２０年度決算が出る

前段から各地方自治体の実態というものを新しい指標に基づいて判断をしていただくというよう

な状況になってまいります。こういった問題につきまして、後半部分でお話をさせていただきた

いと思っています。

外部環境の変化

最初に、先ほどの財政健全化法に関する説明の前段といたしまして地方財政、今後、大きな構

造変化の流れの中でどういう状況変化が起こるのか、というお話させていただきたいと思いま

す。なんといたしましても、大きな要因となるのが人口構成の変化、人口減という問題だろうと

思います。これは細かくご紹介させていただかなくても良いとは思いますが、整理する意味で少

し説明させていただきますと、図表１総人口の推移というものを見て下さい。今足元が１億２７００

万人という人口でございますけれども、これが大体５０年後におきましては８０００万人台に落ちてま

いります。グラフの一番下のライン、これが最も人口減としてのスピードが激しいという状況で

ございますが、ここで８０００万人台までに落ちるということです。このあと、さらに延ばして２２世

紀を迎えるあたりになりますと人口は半減し、６０００万人台に落ちるという状況になってまいりま

す。すでに北海道は人口減という状況になってきておりますが、東京、中京圏も含めまして、５０

年後、１００年後に見渡してみますと、

どこの地域におきましても人口減とい

う状況になっているということです。

これは特に移民とか外国人労働者を本

格的に導入するということを前提とし

なければ、人口減という状況は必然的

に起こってくる問題で、最終的に少子

化対策などによりまして６０００万人台の

前半なのか中頃なのか後半なのか、と

いう違いが出てくるにしても大きな流

れとしては変化がないということでご

ざいます。図表２をご覧いただきたい

と思います。一方でこうした人口減、 図表１ 総人口の推移：中位・高位・低位
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少子化に伴いまして高齢化というのも

非常なスピードで進んでまいります。

先ほどのグラフと違いまして、最も速

いスピードの高齢化ラインが一番上に

いっております。これは６５歳以上人口

の割合というものを見ていただいてい

るもの、いわゆる高齢化率というもの

でございます。いま足元で１００人に対

しまして、１７、１８人が６５歳以上という

状況でございます。これが２０５０年ごろ

になりますと１００人に対して大体４０人

前後、そして２２世紀を迎えるころにな

りますと１００人に対して５０人弱、とい

う方々が６５歳以上の人口という構成になってまいります。

高齢化問題

ここで、今後の地方財政を見ていただく上で、非常に重要な問題というのは、高齢化の問題に

なってまいります。勿論少子化も重要な問題ですけれども、財政の問題としてまいりますと高齢

化というところをきちんと見ていかなければなりません。というのも、高齢化問題、既に過疎地

域では非常に厳しい状況にあるというのはご承知のとおりでございますが、高齢化問題がこれか

ら非常に厳しく表れてくるのは、むしろ都市部であるということがいえるわけです。まず、第一

段階で高齢化による影響が出てくるのは、大都市部の周辺地域、いわゆるベッドタウンといわれ

ている地域であります。個別名称を申し上げるのは非常に忍びないのですが、札幌市周辺部であ

げれば、江別市・小樽市とかいわゆる札幌市への通勤圏にあるところで、札幌に通われている方

が住まわれている地域であります。全国的には政令指定都市が非常に厳しくなってきておりま

す。札幌市だけではなく、横浜市・川崎市、特に横浜市の財政構造を見ますと非常に厳しいので

すけれども、そういった大都市圏及びその周辺のベッドタウンというところでございます。

なぜ、こういった地域が非常に厳しい状況になるのかということですけれども、程度の差があ

っても同じような要因でございます。ですから横浜市の構造をみていただくのが一番よろしいか

と思いますが、端的に言いますと歳入・歳出において大きな構造変化が起こってきます。歳入に

関しましては非常に単純でございますが、団塊の世代の大量退職の問題でございます。横浜市な

どでは非常に税収に占める住民税比率が高いという特色をもっております。皆様地方自治体を見

ていただくときに、特に都市部の地方自治体を見ていただく場合に住民税比率がどのくらいなの

かということが非常に重要なポイントとなります。今団塊の世代が支払っている住民税の依存度

が高いというところは、大量退職がおこりますとこの方たちは当然年金生活に入りますので、住

民税が急減するという構造になります。横浜市の場合は住民税の依存度が政令指定都市の中でも

図表２ ６５歳以上人口割合の推移：中位・高位・低位
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ダントツに高いという構造がございます。皆様記憶にあるかと思いますが、９０年代のバブル景気

の時代に非常にトレンディードラマが流行りまして、多摩ニュータウンとか横浜市でいいます

と、港部ではなくて内陸部の方の東急線沿線の高級住宅地といわれている青葉区とか緑区です

が、こうした地域の平均世帯の所得といいますのが、大体１０００万円台の前半から中頃でございま

す。こういった方々が大量退職いたしますと当然そういった高い所得ではなくなるわけですか

ら、横浜市としての住民税の歳入が急激に減少するという問題がおきます。歳入面でいきます

と、これが非常に大きな問題です。一方で歳出面では何が起きるかと言いますと、当然のことで

すが高齢化が進んできますと扶助費、社会保障とか社会福祉関係の費用というものが非常に大き

くかかってくるということがいえます。これは札幌市も含めましてですが、高齢者の方々がやは

り都市部の社会福祉の条件がいい、病院や介護の施設が整っているというので、いわゆる移動で

きる方々というのは政令指定都市に移動する傾向がすでに現れております。そうなりますと高齢

化対応予算というものが膨れ上がるということと、入ってこられる方々の所得水準と言うのが必

ずしも高くないということがあります。したがって、年金所得だけでは十分に暮らしていけない

という方々が多いことになりますと生活保護費が膨らみます。生活保護対象世帯の８割が高齢者

世帯ということになっています。生活保護というのは働ける若い方々が働くまでの一定の期間を

つないでいく制度ですが、今は高齢者の生活を支えるというのが生活保護の大半を占める実態に

なってきてます。そうなりますと、次の問題は来年度から始まります後期高齢者医療制度の問題

でございます。いわゆる７５歳以上の方々に対します医療制度が新しくスタートいたします。年金

額の給付金額というのは今までお支払いただいた掛け金の金額でほとんど決まってきますので、

これがあと何年間お支払するかということで決まります。ですから途中で急に膨張するというの

はあまりない仕組みになっています。しかし後期医療というのは、どのくらいかかるかわからな

いという実態を持っています。後期医療になりますと医療費は当然たくさんかかります。という

ことは、どの程度までかかるかわからない。しかも、生活保護になりますと自己負担部分という

のを生活保護費で支払いますので、自己負担部分も生活保護のほうで支払うということですから

後期医療制度というのが生活保護負担のほうに跳ね返ってくるという問題が起こってきます。ち

ょっと深入りしすぎましたが、こういった問題等々により歳入歳出のギャップ、構造変化という

のが非常に急激に起こってくるというのが都市部を中心としたところで起きる問題であります。

むしろベッドタウンに於きましては、こういった高齢者の流入というのが比較的大都市に比べま

すと多くありませんので、今の財政の問題から言いますと、歳入の部分がはげおちるというとこ

ろが非常に大きいというような構造でございます。ですから、今まで勿論過疎地域に於きまして

も財政は苦しいわけですが変動が起こってくる部分としては、大都市部の方が変動は非常に激し

く起こってくるというところがございます。

なお６５歳以上の人口を見るときに地元の自治体の５年後、１０年後を見ていただくためには、足

元での５５歳以上の人口比率がどのくらいなのかということを見ていただきたいと思います。どう

しても６５歳以上で高齢化比率を計算しますけれども５５歳のところで見ていきませんと将来どうな

るのかと言うところが見えません。５５歳以上の比率が高いところが将来の比率も高いということ
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が言えるのではないかと思います。

それともう一つ、人間というのは必ず寿命というのがあるわけです。そうしますと、８０年、９０

年、１００年という寿命を全うされてお亡くなりになります。亡くなられた方々の財産というのが

子供に自動的に遺産相続されるわけです。遺産相続されますとお子さんたちはどのようなところ

に住まわれている比率が高いかと言いますと、どうしても都市部に住まわれている比率が高いと

いうことになってきます。ということは、今まで地域にありました資金が相続によりまして、都

市部に移動してしまうという問題が徐々におこりはじめているということです。これは地方財政

に於きましても、徐々に影響をあたえてくる可能性がございます。こういった問題が６５歳以上の

人口が増え、社会構造の変化ということで、今まであまり意識をしなくても済んだものが起こっ

てきてしまうということでございます。

もうひとつ経済構造でいえば、北海道だけではなくて、都市部に於きまして企業誘致とか産業

立地が少ないところは地域所得のトップが年金給付というところが出てくるということでござい

ます。いわゆる第一次、第二次、第三次産業ではなくて、年金給付という移転所得です。その是

非はともかくといたしまして、かなり今までの社会構造とは違う問題がでてきます。

少子・高齢化による財政構造変化

歳入歳出の構造の変化としてまとめさせていただ

きますと、団塊の世代の大量退職は一時的には退職

金で、税収増加には非常にいい方向に向かうかのよ

うに見えますが、長期的に見た場合に経済財政構

造、あるいは金融構造にかなり影響を与えるという

ことになります。したがって、この構造を注視する

必要性があります。それから高齢者層の、社会的人

口移動というのにも注意する必要性があるというこ

とです。横浜市などを見ていただきますと、最近の

人口増に占める高齢者の割合は非常に大きいわけで

す。ですから、横浜市は３６０万人になったからとい

って決して喜んではいない実態が一方ではございます。札幌市も同じような構造が出始めており

ます。

そして、大都市財政の質的疲弊化というのが起こってきます。決して大都市だけではなく中核

市とか特例市クラスにも出てくるかと思います。大都市というのはキャッシュフローが大きいで

すから結局おカネが回っていくという部分があるわけですが、徐々にきつくなってきます。これ

は国内経済の規模縮小がやむをえず起こってくるということがあります。こういったことを総括

してみていく時に、留意しなければいけないところに貯蓄率の低下という問題がございます。足

元で貯蓄率がある程度維持されているのは団塊の世代の大量退職ということが起こっていること

による貯蓄率の下支えということですが、今後、世代交代により貯蓄の構造変化というのが起こ

少子・高齢化による財政構造変化

１．歳入・歳出構造の変化
①「団塊の世代」大量退職
②高齢者層の社会的人口移動
③大都市財政の質的疲弊化
④国内経済規模の縮小

２．貯蓄率低下と世代交代による貯蓄構造変化
３．「暗黙の政府保証」と外銀の進出

図表３
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ってまいりますので、やはり貯蓄率が低下していく中で、地方財政というのも今まで通り貯蓄率

が高いということを前提として借金をお願いする、というような構造を続けていくということ

は、かなり難しいと考えざるを得ません。ところが、物事にはねじれ現象がありまして必ずこう

いった問題に対して質問をいただくのは暗黙の政府保証といったものをどうするのですか、とい

うことです。私も北大に来る前は銀行系のシンクタンクにおりましたので、暗黙の政府保証とい

うのはその立場では必ずきちんと担保していただきたい、と常に言い続けたことがあります。

暗黙の政府保証というものをどうするか、ということは今後中期的には非常に大きな問題です

し、地方分権改革の中で財政のしくみをどうするか、ということの一つの大きなテーマになるこ

とは明らかだろうと思います。これは経済財政諮問会議の中でも暗黙の政府保証自身を抜本的に

見直さなければ今の地方財政を立て直すことは出来ないというご指摘を民間議員からもいただい

ております。最終的に暗黙の政府保証のあり方を議論するということは必要だと思います。ただ

今の地方財政の仕組みの中で足元から暗黙の政府保証を否定することはできないと思っておりま

す。というのは交付税制度もあり、地方債に対する発行の認可というような制度もある中で、暗

黙の政府保証だけを否定するのは制度的に非常にゆがみをもたらすということです。この制度の

ゆがみの中で、外銀が地方自治体に融資をするとか第三セクターに融資をする、ということが非

常に拡大をしているということがございます。融資額は１兆円にのぼろうかというボリュームに

なってきております。その自治体に融資をしている大きな理由というのは、最終的には暗黙の政

府保証というのがなくなるかもしれないけれども、当面暗黙の政府保証の制度というのは維持で

きる。この当面というのは、時間的な軸の中で５、６年か１０年くらいは維持されるだろうという

意味です。ですからこれは当然将来的にはなくなるということを前提にしています。維持されて

いる最後の段階だけ外銀が融資をしています。条件などを見ますと、非常に自治体にとって有利

なものとなっていると思います。こういうことが金融の中で、制度の中で行われてしまうという

ことに関してはやはり制度設計のひずみということで非常に問題を感じておりますし、こうした

ひずみは地方自治体にとっても決して最終的にはプラスにはなりませんし、日本の金融システム

の中におきましてもプラスにはならないのではないかという思いはあります。

財源移譲の問題

構造変化の中で分権の構造に今何が起こっているかということでございます。ここでお話させ

ていただきたいというのは財源移譲ということです。ここを細かくご説明するということではな

いのですが、今年１年起こる問題として法的部門と関わる部分があると思いますが、やはり消費

税の増税議論というものが地方財政に対してどういう影響を与えるかという問題でございます。

これもすでに報道されておりますが、増田総務大臣が東京都と愛知県に入っております地方法

人事業税の二税のうち大体３０００億円前後を交付税制度の特別措置として交付団体の方へ回すとい

う、そういう措置を１年限りの暫定措置として来年度行うということになっております。来年度

は３０００億円ネットで増加するという仕組みでございます。この３０００億円は東京都と愛知県から交

付団体へ回ります。ところが交付団体へ回る、つまり新しい歳入が増えると普通本丸の交付税が
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減る仕組みになっています。ですからネットでは増ない仕組みになっているわけですが、今回の

措置は３０００億円で増える部分については交付税制度を使うわけですが、特別枠というものを設定

します。特別枠というのは今までの交付税制度とは別枠でございますので３０００億円が入っても、

その分自動的には減らないという仕組みをつくったのです。したがってネットで増える仕組みに

なります。ということはその部分だけ道内自治体でも一定の収入増になるという仕組みです。た

だ問題は二点あります。一つは、この仕組みが暫定措置で終わるかどうかということです。増田

大臣にはこれを恒久措置に来年度以降転換していきたいという思いがあります。その思いがどう

いうことかということですが、法人事業税というのが地方自治体、東京都とか愛知県とか主に大

都市に税金が入るのが地方税であります。これを今回の措置で法人事業税を交付税特別会計に繰

入れます。ということは法人事業税を交付税の財源にする前段の措置をとったという意味になり

ます。法人事業税というのは景気でものすごく左右されますので、これは国を通じた交付税制度

へ持っていこうというのが増田大臣の考え方です。それではなんの布石なのかというと、とりあ

えず法人事業税を交付税へ持って行っておいて今交付税の財源になっている消費税分があります

が、この消費税を地方消費税地方財源として交付税ではなく、独自財源へ持ってこようと入れ替

えをするというということでございます。当然法人事業税は税収として大都市部に厚いです。地

方消費税は大都市部との間に格差が非常に小さな税収でこの措置を行ったということです。です

から消費税分をもっと地方へ持ってこようとする前段を増田大臣は行ったわけです。本来は、ベ

ストだったのは、地方消費税というか消費税増税の議論とこれがセットになっていれば一気にで

きたわけです。ところが消費税増税議論というのは衆議院の総選挙後に先送りにされています。

これとセットにできなかったわけです。したがって法人事業税をとりあえず国に移し、消費税増

税があるときには消費税地方分をより多くとるための布石を打ったということになります。消費

税増税の議論は衆議院解散後ということに今のところの見通しになっております。いつ衆議院解

散があるのは非常にわかりづらく、春なのかサミット後なのかはわかりづらいことですが、いず

れにしても再来年度（２０１０年度）の税制改正の時には消費税議論というのは政治のマターになら

ざるを得ないという状況になってくるかと思います。

国庫補助負担金の削減と財源

もう一つお話したいのは、よく国から地方へ税源

を移しなさいといわれます。少なくても５対５にし

てくださいとよく言われます。５対５にするために

は、あと７兆円くらい国から地方へ移さなければな

りません。これは増税なしという前提に立つことに

なります。増税なしということになりますと、国が

地方へ移している補助金を減らしてその分を地方へ

税源移譲しましょう、という考え方になります。国

から地方への国庫補助負担金は２００７年度で１９兆円あ

財源移譲の問題

●現在
国：地方の財源配分 国：５．７

「１」動かす
のに
約７兆円

地方：４．３

マクロとミク
ロの誤謬●将来

国：地方の税源配分 ５対５

図表４
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ります。１９兆円のうち１２．２兆円は社会保障関係で

す。文教科学振興関係は２兆円で、これのほとんど

が義務教育の国庫負担金です。教員の方々の人件費

です。それから公共事業費４．１兆円、こういう構成

になっております。ということは７兆円移そうとす

れば、社会保障関係のうちどれだけ地方自治体が担

うのか、というのを明確にしないと移せないという

状況にあります。この内訳を見てみますと、老人医

療が３．８兆円。これから、もし市町村がこれを担う

ということになれば大変なことになります。後期高

齢者医療がこれにプラスされますからとても市町村

で担えるものではありません。それから国民健康保険は分権委員会でも議論していますが、少な

くても都道府県か国に帰さないと市町村は破綻します。道内の市町村でも一人後期医療で重病に

なった方が出ると健康保険がもたないというところがあるわけです。保険というのはある一定の

規模が必要ですから市町村単位で国保をやるというのは限界です。したがってこれはもっと大規

模化しなければならない。生活保護は先ほど申し上げたとおりです。政令指定都市でももたない

かもしれません。ということは社会保障費に関する抜本的な見直しが必要です。したがって、こ

の部分で国がどれだけ負担し地方がどれだけ担うのか、という今の制度を前提とした議論だけで

はもうもたないということです。そういうなかで消費税は社会保障関係のために使うのだ。国が

担うのだからこれは国の財源で、というようなことをおっしゃりたいのだろうと思います。そう

いう駆け引きというのがもう始まっているのです。この仕組みを理解することによって地方自治

体、特に道内の市町村のあり方を議論する必要になってきます。

それからもう一つは１月下旬から地方分権改革推進委員会が再開しますが、経済財政諮問会議

からの依頼で地方支分部局の議論から入ります。官邸は地方支分部局の再編に対しては力が入っ

ています。この問題は開発局だけではなく経済産業省、労働局、北海道においては一番影響のあ

る問題になると思います。この問題は私ども地方分権改革推進委員会で５、６月に第一次勧告、

１１月上旬に第二次勧告を行う予定ですけれども地方支分部局の再編というのが一番大きなテーマ

になります。何故かといいますと、消費税増税議論に当たっては国民的議論の中でいいますと、

どうしても行革というのが再燃するということです。そういうなかで影響を受けてくる可能性が

ございます。前に北海道開発局の議論をしたのですがやはり本州で同じ組織があるわけです。地

方整備局というのがあるわけです。国交省が議論するときに本州の地方整備局に対する見方と北

海道開発局に対する見方というのは明らかに違うということです。ここをどのように考えていく

のかということは非常に大きな問題だと思います。

国庫補助負担金の削減と財源

●国庫補助負担金 １９兆円（２００７年度）
①社会保障関係…１２．２兆円
・老人医療３．８、・市町村国保２．３、
・生活保護２．０、・介護保険１．８、
・児童手当等１．８、

②文教・科学振興…２．０兆円
③公共事業費………４．１兆円

歳出削減・増税議論

図表５

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４１／本文／０１４～０２７　講演  2008.03.18 18.51.43  Page 21 



講演

― ２２ ―

大都市制度の問題

北海道開発局、北海道にとっての地方整備局、地

方支分部局の問題は道州政府を作るときに北海道庁

が中心になってお作りになるのか、それとも地方支

分部局が中心になってお作りになるのかによってか

なり姿が違うということです。もちろん分権の視点

からみれば道庁・地方自治体が中心となってお作り

になるのが理論的にはメインになるのだろうなとは

思いますが、必ずしも理論と実際の政治・制度設計

が一致するとは限らないわけです。地方支分部局が

中心となって地方政府を作るという選択肢というの

も十分にあるわけです。したがって、そういう議論

もあるわけですが、ご覧いただきたいのは大都市制度の問題です。道州政府の議論がでてくれば

政令指定都市をどう位置付けるのかということが大きな議論となります。図表６に県と書いてあ

りますが、これを道と置き換えていただければ、政令指定都市は札幌市でございます。道州制に

なれば札幌市をどのように位置づけるかということが非常に大きな問題になります。財政問題、

金融問題については致命的な問題があります。と言いますのは、今の制度は、北海道庁の管轄区

域の中に札幌市はあるわけです。業務については、ほとんど多くのものは、北海道庁から札幌市

におりています。しかし徴税・課税という面からみますと札幌市にはそれに見合った税制は設け

られていません。したがって札幌市内での経済活動による税収のかなりの部分は北海道庁に入っ

ています。北海道庁は、札幌市から入ってきた税収について札幌地域にはほとんど使っていませ

ん。したがって、札幌以外に使うということです。これは札幌市からいわせると不満があるわけ

です。仕事はやらされて税は入ってこないというのが札幌市の不満、どこに行っても政令指定都

市はそうです。といいますのは政令指定都市制度というのは法律上では暫定措置なのです。本来

作ろうとしたのは右の制度です。北海道の管轄地域の中に札幌市があるのではなくて北海道では

札幌市は管轄しないという制度です。これは政令指定都市制度とは言わないで特別市制度といい

ます。

都道府県の反対で制度が機能しないままになっていますが、これは制度化されています。こち

らの仕組みになるとどうなるのかということです。札幌市内の税は道庁には入らない、道庁に入

らないのはいいのですが、何が問題になるのかというと、今の制度は札幌市の地域で上がってき

た税で、札幌市以外に税の再配分をしているわけです。ところが再配分がされなくなります。こ

れはおそらく北海道だけではなくて道州制を作る時に非常に大きな問題になります。道州政府の

外枠として政令指定都市・特別市を置くのか、それとも道州政府の中に飲み込むのか、政令指定

都市は当然、枠外においてほしいという主張をします。ただし、これは北海道とか地域全体をど

うするかという問題になります。例えば、札幌市選出の道議会議員はどういう機能を果たしてい

るのかという問題なのです。なかなか難しいのですが、しかし一方で人口が札幌市に集中すれば

大都市制度の課題

●政令指定都市制度 ●特別市制度

県県

政令指
定都市

市町
村

政令指
定都市 市町村

図表６
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するほど札幌市から選ばれる道議会議員の数は増えていくという問題になってくるのです。それ

は政治問題だけではなく財政の問題にもはねてきます。しかも全体として道州制に関しては官邸

では前向きです。しかし、どういう道州制にするかというところまでつめているわけではありま

せん。増田総務大臣も福田総理もこの議論を早くやってくれと言っています。したがって我々は

３年かけてと思っておりましたが、これをスピードアップして春には第一次勧告、１１月には第二

次勧告、そして来年の春には第三次勧告でおしまい、そして政府のほうは法案作りに入る、と同

時に道州制に関するビジョン懇談会も最終報告を出してくると思います。途中で民主党政権にな

ったとすれば、連立という方向に移っていくかもしれませんが、単純に民主党政権に移っていく

とすれば、小澤代表は３００市町村といっておられるので、３００市町村にするのであれば、道州制で

ないともたない。仮にそういう方向性になればかなりの行政体制に対する改革が必要になるとい

うことになりますが、あとは政治がどうなっていくのか、ということです。いずれにしても大き

な流れということになります。

地方財政健全化法

次に、地方財政健全化法の問題でございます。健

全化法といいますのは、今までの財政再建団体に変

わる新しい法制でございます。平成２０年度予算から

適用されるものでございます。図表７をご覧いただ

きますと、健全段階、早期健全化段階、再生段階と

ございます。再生段階というのが今までの夕張市の

ような再建団体というふうに思っていただければよ

ろしいかと思います。その前段として早期健全化段

階を設けたということです。つまり早めに健康診断

をして下さい、ということです。健康診断でどこか

軽微でも悪いところがあれば自治体自らの判断で修

正をしていただきたいというものであります。健康診断を受けたのにそのままほっとおいて再生

段階に至ったのであれば、国や市町村であれば都道府県がある程度参画をして再生を行います。

そういうものでございます。ですから、決して早期健全化段階に該当したからその自治体はだめ

なんだと判断することは避けていただきたいと思います。むしろ健康診断を受けて早めにどこか

が悪いと分かった方がむしろ健全であるということだと思います。

問題は分かった後どちらの方向へいくのですか、ということです。そのままにしておいて再生

段階に行くのか、健全段階に行くのか、ということです。図表７にα％、β％というのがありま

す。ここが大議論になったのです。ここの数値を示しているのが資料１というところでございま

す。皆様経営者の方々ですからあまり細かいことをご紹介するのは適切ではないと思いますから

省略いたしますが、この資料で全てパーセンテージが入っております。ですから担当の方がお読

みいただければお分かりいただけると思います。ただし、当初私がこの法案を作りまして、この

健全段階

早期健全化段階

再生段階

健全段階・再生段階の関係

実質赤字
比率０％

実
質
赤
字
比
率

実
質
赤
字
比
率

α%
そ
の
他

そ
の
他

早期健全化
団体

β%

図表７

再生団体
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パーセンテージを設定していた人間ですし、

総務省とも協議していた人間ですけれども、

最後パーセンテージを作るに当たりましては

政治的な働きかけはかなりいただきました。

いただいた結果、α％、β％というところに

おきまして、当初想定しておりましたパーセ

ンテージよりも５％甘くなったものがありま

す。特に、連結実質赤字比率の数値は、我々

が理論的に言いますと、あと５％ぐらいは下

げて考えたほうがいいのではないかというふ

うに思います。もうひとつは、将来負担比率

についてはそこまで厳しくすることはないか

なと思いますが、もうちょっと低めにしたほ

うが良かったのではないかと思います。特に

連結実質赤字比率の財政再生基準といったと

ころは、もう少し厳格に見たほうがよかった

のではないかと感じております。連結実質赤

字比率につきましては、※１印をご覧下さ

い。そこに３年間の経過的な基準を設けると

書いてあります。これは平成２０年度決算から

適用しますが、３年間は経過措置を設けま

す。市町村に対しましては、３０％基準を適用

しますというのが政令で出てきます。ところ

が、最初の１年間は４０、次は４０、３年目は

３５、そして最終的には３０％に落とすというよ

うな措置がとられるはずです。この理由は、

連結実質赤字比率は新たに導入された制度で

あるからだ、という理由付けになっています

が、残念ながらそういう理由付けではないで

あろうというふうに思っております。これは

良い面と悪い面があります。確かに、平成２０

年度あたりで非常に厳しい状況になっている

地方自治体はあるのです。しかし、そのあと

２、３年経つと急激にではありませんが改善

の方向に向いていく自治体はあるのです。担

当の方はご存知かと思いますが、たまたま平

資料１

早期健全化基準、財政再生基準、経営健全化基準について

１ 実質赤字比率

（１）早期健全化基準については、現行の地方債協議・

許可制度における許可制移行基準（市町村※２．５％～

１０％、都道府県２．５％）と財政再生基準との中間の値

をとり、市町村は財政規模に応じ１１．２５～１５％、都道

府県は３．７５％とする。※特別区を含む。以下同じ。

（２）財政再生基準については、財政規律を確保する上

で事実上の規範として定着している現行再建法の起

債制限の基準を用い、市町村は２０％、都道府県は

５％とする。

２ 連結実質赤字比率

（１）早期健全化基準は、実質赤字比率の早期健全化基

準に、公営企業会計等における経営健全化等を踏ま

え５％加算し、市町村については財政規模に応じ

１６．２５～２０％、都道府県については８．７５％とする。

（２）財政再生基準は、実質赤字比率の財政再生基準に

（１）と同様の観点から１０％加算し、市町村は

３０％、都道府県は１５％とする。
※１ 連結実質赤字比率は、法で導入された新しい指標であることに鑑

み、財政運営に大きな制約を与える財政再生基準については、３年間

の経過的な基準（１０～５％引上げ）を設ける予定。

３ 実質公債費比率

（１）早期健全化基準については、市町村・都道府県と

も、現行の地方債協議・許可制度において一般単独

事業の許可が制限される基準とされている２５％とす

る。

（２）財政再生基準は、市町村・都道府県とも、現行の

地方債協議・許可制度において、公共事業等の許可

が制限される基準とされている３５％とする。
※２ 財政健全化計画の内容は、地方公共団体の自主性に委ねられるこ

とを踏まえ、地方債同意等基準における（１）（２）の間の起債制限の

事業区別は撤廃する方向で検討する。

４ 将来負担比率

実質公債費比率の早期健全化基準に相当する将来負担

額の水準と平均的な地方債の償還年数を勘案し、市町村

は３５０％、都道府県及び政令市は４００％とする。

５ 公営企業における資金不足比率

経営健全化基準（早期健全化基準に相当する基準）

は、現行の地方債協議・許可制度における許可制移行基

準の２倍である２０％とする。（営業収益／年の５％程度の

合理化努力×４年のイメージ）
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成２０年、２１年が厳しい、ただしそれを過ぎますと今

までの努力が実ってきて数字が落ちてくる、この間

リフトが止まったところがありますが、その町は財

政繰りが非常に悪いです。悪い理由はそのリフトで

す。そのリフトの返済は２０年度ぐらいがピークにな

ってもう終わります。したがってこういうところに

経過措置を設けることには意味があるのです。とこ

ろがそうでないところでこれを求めてきたところが

あります。率直に申し上げますと、これから良くな

るという道筋がきちんと出来ていて、その道筋の中

で一番２０年度辺りが厳しいから経過措置を設けて下

さいというのは分かります。しかし２０年度はきつい

がそのあとの方策もないのに２０年度あたりでやって

しまうと財政再建段階になってしまうから延ばして

下さい、というのは今までの先延ばしと全く同じだ

ということです。

今からそれをいってしまうと非常に厳しくなりま

すので、そのような団体は是非３年間でそのあと再

生できるという道筋をきちんと作っていただかない

といけないと思っております。どことは申し上げま

せんが、そういう市町村とそれをある意味でサポー

トしている都道府県はあります。このことは金融的

側面から言ったら残念ですが厳しい視点から取り組

んでいただきたいと申し上げざるを得ないと思いま

す。

もう少し長期的に考えると、これからの地方自治

体の財政組みの中で、２０年度ではきついが、その後

は少しよくなるというところであったとしても、や

はり厳しいのは病院なのです。平成１８年度決算で実

質公債比率２５％以上の団体というのがあります。こ

のままでいくと早期健全化段階に該当する、という

ことになってきますが、該当したからと言ってすぐ

にどうこうではなく、努力しましょうということで

す。１位の長野県の王滝村は、みずから再建してい

かざるをえないと思っていますから覚悟を決めてい

らっしゃる。夕張市は再建団体で新法へ乗り換える

No 都道府県名 団体名 実質公債費比率（％）
１ 長野県 王滝村 ４２．２
２ 北海道 夕張市 ３８．１
３ 北海道 歌志内市 ３６．７
４ 北海道 上砂川町 ３３．０
５ 沖縄県 座間味村 ３０．７
６ 北海道 浜頓別町 ３０．５
７ 鳥取県 日野町 ３０．２
８ 山形県 新庄市 ３０．１
９ 福島県 泉崎村 ３０．０
１０ 福島県 双葉町 ３０．０
１１ 北海道 赤平市 ２９．５
１２ 兵庫県 香美町 ２９．４
１３ 沖縄県 伊平屋村 ２９．３
１４ 北海道 中頓別町 ２８．６
１５ 北海道 洞爺湖町 ２８．５
１６ 長野県 泰阜村 ２７．８
１７ 長野県 平谷村 ２７．７
１８ 北海道 三笠市 ２７．４
１９ 高知県 安芸市 ２７．０
２０ 島根県 飯南町 ２６．９
２１ 北海道 利尻町 ２６．８
２２ 山形県 長井市 ２６．７
２３ 鹿児島県 十島村 ２６．６
２４ 青森県 田舎館村 ２６．５
２５ 島根県 斐川町 ２６．５
２６ 兵庫県 芦屋市 ２６．４
２７ 島根県 西ノ島町 ２６．３
２８ 北海道 礼文町 ２６．２
２９ 神奈川県 横浜市 ２６．２
３０ 青森県 田子町 ２６．１
３１ 長野県 根羽村 ２６．０
３２ 青森県 西目屋村 ２５．９
３３ 奈良県 東吉野村 ２５．９
３４ 奈良県 山添村 ２５．８
３５ 北海道 奈井江町 ２５．７
３６ 青森県 深浦町 ２５．７
３７ 長野県 清内路村 ２５．７
３８ 大阪府 摂津市 ２５．７
３９ 熊本県 長州町 ２５．７
４０ 北海道 苫前町 ２５．５
４１ 岩手県 藤沢町 ２５．５
４２ 岐阜県 東白川村 ２５．３
４３ 北海道 知内町 ２５．２
４４ 福島県 矢吹町 ２５．１
４５ 島根県 安来市 ２５．１
４６ 島根県 浜田市 ２５．０

資料２
H１８決算実質公債費比率２５．０％以上の団体

（資料）総務省作成。
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かどうかということで、これから努力されて改善さ

れてくるのだろうと思いますがやはり病院は非常に

厳しい。病院というのはそう簡単に経営状況は良く

ならない。そこで総務省は、過剰投資をしている部

分は別ですが、一定の計画を立ててきちんと再建を

する計画が立てられるのであれば、病院経営を一定

期間地域で医療サービスとして維持しなければなり

ませんので、その部分については一定範囲につきま

しては経常経費も含めて赤字地方債で措置する旨を

検討していくと思います。そうしないと病院が倒れ

ますから。病院というのは単に経営問題だけではな

く地域医療の問題がありますので、サポートします。ただし、過剰投資している部分について

は、これは自らがいろいろと努力をしていかなければならないということだと思います。

次に問題になってきますのは、土地開発公社です。土地開発公社については非常に悩ましいで

す。最終的には一時的に地方債で措置せざるをえないのではないかなと思います。ただ地方債で

措置すると将来負担比率が上がります。将来負担比率がぎりぎりになっているところでは出来ま

せん。しかし、おそらくそういうところはあまり多くないと思います。したがって、そういう緩

和措置は必要になると思います。こういう措置がこれから出てくるのではないかと考えてよいの

ではないかと思っております。

札幌市と本州の都市部においての話ですが、よく横浜市の実質公債比率が高いとか、あるいは

将来負担比率が高いとか、これは「みなとみらい線」を作ってしまって自治体の負担部分が非常

に高いといったようなことがあるわけです。

分権委員会の事務局長をやっておりますと面白いなと思うところがあります。横浜市に行くと

「みなとみらい線」のところに帆船がありますが、あれはどこの管轄だと思いますか？ びっく

りしたのですが…、もう一つ別のところに「氷川丸」というのがありますが、あの二つの船は扱

いが違うのです。「氷川丸」の方は旧建設省の管轄で建物、帆船の方は旧運輸省の管轄で、帆船の

方は土台をきちんとして動かないのに何年かに一回、船として検査を受けています。動かないの

になぜそうなったか尋ねましたら、あそこ一帯の開発は旧運輸省の管轄で行われ、運輸省管轄の

ところに船を置くのだからそれは運輸省管轄で船籍はそのまま残してくれ、ということであの帆

船は船籍がそのまま残っていますが、船の検査の費用がべらぼうに高いというので、それは止め

たほうがいい、ということはこれから協議していかなければならないことです。それはともかく

として今申し上げたようなことが起こってきています。

おおよそ、早期健全化段階に該当する自治体というのは、大体５０～６０ぐらいではないかと思っ

ています。平成２０年度決算でこれから作るわけですから判かりませんが、大体そのぐらいになる

のではないかと思います。再生段階というのは、せいぜい１０プラスアルファではないかと、我々

は思っています。総務省は両方ふくめて９０から１００と言っています。これはのり代を作って少し

健全化法適用の主な課題

①α・β値の決定課題

②経過期間の意味と課題

③病院に対する対処

④土地開発公社に対する対処

図表８
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講演

― ２７ ―

多いところで言われているのだと思います。私としてはこれから指標そのものが、精査される段

階になりますのでわかりません。これは総務省のデータとともに、我々は財務省のデータも使っ

ています。財務省は代表で地方債を買っておりますので非常に緻密なデータを持っています。で

すから、そういうところのデータとも突き詰めながらこれからは判断していかなければならない

のかと思っております。

新年早々ということで大分踏み込んだ話をしましたが、その点はご了承願いたいと思います。

私の話はこれで終わらせていただきたいと思います。

ご清聴ありがとうございました。（拍手）

本稿は平成２０年１月８日「第２回信用金庫トップセミナー」における講演の内容を抄録したも

のです。

―文責 調査部調査課
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００前 年 同

月比（％）１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００前 年 同

月比（％）１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００前 年 同

月比（％）
１５年度 ９４．１ △ ０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △ １．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △ ３．５ ８５．４ △ １．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △ ０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９１．０ △ ３．５ １０２．１ １．６ ９２．１ △ ３．２ １０５．１ ２．５ ８９．８ ２．９ ９０．１ ３．０
１８年度 ９３．８ ３．１ １０７．０ ４．８ ９５．０ ３．１ １１０．２ ４．９ ８７．５ △ ２．６ ９１．６ １．７

１８年１０～１２月 ９３．４ ３．６ １０８．９ ６．０ ９４．５ ３．０ １１１．６ ５．３ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２
１９年１～３月 ９６．９ ２．５ １０７．５ ３．１ ９７．７ ２．６ １１１．０ ２．９ ９０．４ △ ２．６ ９６．２ １．７

４～６月 ９２．９ △ ０．８ １０７．７ ２．４ ９３．７ △ １．９ １１１．８ ２．８ ８５．８ △ ６．１ ９５．９ ２．１
７～９月 ９２．２ △ ０．３ １１０．１ ２．７ ９２．３ △ １．２ １１４．１ ３．３ ８６．７ △ ５．９ ９７．１ ２．６
１０～１２月 r ９３．５ ０．４ r１１１．５ ２．８ r ９２．６ △ １．６ r１１６．４ ４．６ r ９１．８ △ １．１ r ９９．０ ０．８

１９年 １月 ９７．１ ２．４ １０７．１ ４．４ ９６．４ △ ０．１ １１１．４ ４．７ ９３．６ ４．０ ９７．２ ２．５
２月 ９７．８ ４．１ １０７．９ ３．１ ９７．８ ３．２ １１１．４ ３．１ ９１．５ １．９ ９６．６ １．８
３月 ９５．８ １．５ １０７．６ ２．０ ９９．０ ４．７ １１０．２ １．４ ９０．４ △ ２．６ ９６．２ １．７
４月 ９４．４ １．１ １０７．４ ２．２ ９６．６ １．６ １１１．３ ２．０ ８８．６ △ ２．３ ９６．６ ２．０
５月 ９２．４ ０．０ １０７．１ ３．８ ９３．２ △ １．０ １１１．５ ４．５ ８７．３ △ ４．０ ９６．２ ２．６
６月 ９２．０ △ ３．１ １０８．５ １．１ ９１．４ △ ５．７ １１２．７ ２．１ ８５．８ △ ６．１ ９５．９ ２．１
７月 ９２．０ △ １．２ １０８．１ ３．２ ９１．２ △ ２．８ １１１．３ ３．１ ８６．３ △ ６．２ ９５．８ ２．４
８月 ９２．２ ０．６ １１１．９ ４．４ ９２．１ △ ０．５ １１６．７ ４．９ ８６．７ △ ６．０ ９６．０ ２．１
９月 ９２．５ △ ０．４ １１０．３ ０．８ ９３．７ △ ０．２ １１４．４ ２．０ ８６．７ △ ５．９ ９７．１ ２．６
１０月 ９２．４ ０．７ １１２．２ ４．７ ９１．２ △ ０．８ １１７．１ ６．８ ８８．８ △ ４．０ ９７．７ ２．０
１１月 ９２．６ １．４ １１０．４ ２．９ ９１．２ △ １．１ １１５．１ ４．０ ９２．２ ０．０ ９９．４ ２．６
１２月 r ９５．５ △ １．０ r１１２．０ ０．８ r ９５．５ △ ３．０ r１１６．９ ３．１ r ９１．８ △ １．１ r ９９．０ ０．８

２０年 １月 p９９．７ ２．７ p１０９．８ ２．５ p９９．１ ２．７ p１１５．８ ４．０ p９１．７ △ ２．０ p９７．７ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１５年度 １，０３６，５４１ △ ６．３ ２１７，３３８ △ ３．３ ３８３，２９８ △ ９．４ ９０，８６５ △ ２．４ ６５３，２４３ △ ４．５ １２６，４７３ △ ３．９
１６年度 １，００６，３２５ △ ４．８ ２１３，８００ △ ４．０ ３６１，９０５ △ ４．８ ８７，８３２ △ ３．２ ６４４，４１９ △ ４．８ １２５，９６９ △ ４．５
１７年度 ９８７，７３３ △ ３．０ ２１２，５７５ △ １．７ ３５０，７４６ △ １．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △ ３．７ １２４，９８９ △ ３．２
１８年度 ９８３，５１０ △ １．６ ２１１，７２３ △ ０．９ ３３０，５１２ △ ２．６ ８６，１３０ △ ０．８ ６５２，９９８ △ １．１ １２５，５９３ △ １．０

１８年１０～１２月 ２６９，５９６ △ １．６ ５７，７３４ △ １．７ ９３，１７４ △ ３．４ ２４，６０５ △ １．６ １７６，４２２ △ ０．６ ３３，１２９ △ １．８
１９年１～３月 ２３８，４６２ △ １．２ ５１，４５０ △ ０．４ ７９，２０５ △ ２．９ ２０，８４５ △ ０．１ １５９，２５７ △ ０．３ ３０，６０４ △ ０．７

４～６月 ２３３，９８６ △ １．４ ５１，３０５ △ ０．６ ７４，０８９ △ ２．３ ２０，１３２ １．０ １５９，８９８ △ １．０ ３１，１７３ △ １．６
７～９月 ２３０，０１１ △ ２．９ ５１，２１９ △ ２．０ ７３，６８５ △ ４．２ １９，６７８ △ ２．３ １５６，３２５ △ ２．３ ３１，５４１ △ １．９
１０～１２月 r ２６１，０５８ △ ２．７ r ５７，９６５ △ １．０ r ８７，４１０ △ ３．９ r ２４，０１９ △ １．１ r １７３，６４７ △ ２．１ r ３３，９４６ △ ０．９

１９年 １月 ８５，３９９ △ １．３ １８，９３６ △ ０．５ ２８，２３２ △ ２．９ ７，６５７ ０．０ ５７，１６７ △ ０．４ １１，２７９ △ ０．９
２月 ６９，７５８ △ ０．１ １５，１２５ ０．５ ２２，０９２ △ １．５ ５，８４３ １．５ ４７，６６６ ０．６ ９，２８２ △ ０．２
３月 ８３，３０５ △ ２．０ １７，３８９ △ １．１ ２８，８８２ △ ３．９ ７，３４６ △ １．５ ５４，４２３ △ ０．９ １０，０４４ △ ０．９
４月 ７８，２３６ △ ３．３ １６，９０６ △ １．８ ２４，５９５ △ ６．１ ６，５９８ △ １．４ ５３，６４１ △ １．９ １０，３０８ △ ２．０
５月 ７７，５６０ △ １．７ １７，０４０ △ ０．８ ２４，１３２ △ ２．６ ６，５７３ △ ０．７ ５３，４２８ △ １．３ １０，４６７ △ ０．９
６月 ７８，１９０ ０．９ １７，３５９ ０．９ ２５，３６２ １．９ ６，９６１ ５．１ ５２，８２８ ０．４ １０，３９８ △ １．９
７月 ７９，７９６ △ ５．０ １８，６１２ △ ３．８ ２７，０４６ △ ６．８ ７，９０６△ ４．４ ５２，７５０ △ ４．０ １０，７０７ △ ３．３
８月 ７６，６７５ △ ０．６ １６，６９４ △ ０．１ ２２，５３８ △ １．５ ５，７４４ １．１ ５４，１３８ △ ０．２ １０，９５０ △ ０．８
９月 ７３，５３９ △ ３．０ １５，９１２ △ ２．０ ２４，１０１ △ ３．７ ６，０２８ △ ２．７ ４９，４３８ △ ２．７ ９，８８４ △ １．５
１０月 ７７，４１４ △ ５．２ １７，１６０ △ １．７ ２６，３３４ △ ４．７ ６，８６２ △ １．６ ５１，０８０ △ ５．４ １０，２９８ △ １．８
１１月 ７８，４４２ △ １．３ １８，１２９ ０．４ ２６，０１１ △ ２．０ ７，５６５ ０．８ ５２，４３１ △ ０．９ １０，５６４ ０．１
１２月 r １０５，２０２ △ １．９ r ２２，６７６ △ １．５ r ３５，０６６ △ ４．６ r ９，５９２ △ ２．２ r ７０，１３７ △ ０．５ r １３，０８４ △ ０．９

２０年 １月 p ８０，４８１ △ ４．４ p １８，８１６ △ １．９ p ２６，２８０ △ ３．８ p ７，３９９ △ ２．１ p ５４，２０１ △ ４．８ p １１，４１７ △ １．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００ 前 年 同
月比（％）１７年＝１００ 前 年 同

月比（％） 円／ドル 円
月（期）末

１５年度 ４１９，３６４ △ ２．２ ７１，３３４ △ ２．５ ９９．７ △ ０．３ １００．３ △ ０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △ １．１ ７２，９７３ △ ０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △ ０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △ ２．９ ７３，７２４ △ ２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △ ０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △ １．７ ７４，２１１ △ ２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △ ０．１ １１６．６４ １７，２８８

１８年１０～１２月 １０５，６２２ △ ０．１ １８，７８９ △ ０．７ １００．７ ０．６ １００．３ ０．３ １１７．７７ １７，２２６
１９年１～３月 ９４，６５３ △ １．７ １７，５３２ △ １．１ １００．０ △ ０．３ ９９．８ △ ０．１ １１９．４４ １７，２８８

４～６月 １００，７４９ △ １．６ １８，４７３ △ １．９ １００．５ △ ０．２ １００．２ △ ０．１ １２０．７３ １８，１３８
７～９月 １１０，０３１ △ １．７ １９，９０３ △ ０．１ １００．７ △ ０．１ １００．４ △ ０．１ １１７．７８ １６，７８６
１０～１２月 １０３，６８０ △ ２．２ １８，９８６ △ ０．８ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８

１９年 １月 ３２，０５６ △ １．６ ５，８３５ △ ０．７ １００．５ ０．１ １００．０ ０．０ １２０．５８ １７，３８３
２月 ２９，６４５ △ １．９ ５，４６８ △ １．１ ９９．７ △ ０．５ ９９．５ △ ０．２ １２０．４５ １７，６０４
３月 ３２，９５２ △ １．７ ６，２２９ △ １．４ ９９．８ △ ０．５ ９９．８ △ ０．１ １１７．２８ １７，２８８
４月 ３２，１０５ △ ０．２ ６，０３４ △ ０．６ １００．２ △ ０．２ １００．１ ０．０ １１８．８３ １７，４００
５月 ３３，８８１ △ ２．０ ６，２３８ △ ０．６ １００．６ △ ０．１ １００．４ ０．０ １２０．７３ １７，８７６
６月 ３４，７６３ △ ２．３ ６，２０１ △ ４．２ １００．６ △ ０．２ １００．２ △ ０．２ １２２．６２ １８，１３８
７月 ３６，９６８ ０．９ ６，６５２ △ ０．２ １００．３ △ ０．１ １００．１ ０．０ １２１．５９ １７，２４９
８月 ３８，７０８ △ ２．６ ６，９５２ △ ０．２ １００．８ △ ０．１ １００．６ △ ０．２ １１６．７２ １６，５６９
９月 ３４，３５５ △ ３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △ ０．２ １００．６ △ ０．２ １１５．０２ １６，７８６
１０月 ３５，０３０ △ １．４ ６，３１９ △ ０．３ １０１．３ ０．４ １００．９ ０．３ １１５．７４ １６，７３８
１１月 ３２，８４３ △ ２．４ ６，０８９ △ ０．６ １０１．３ ０．８ １００．７ ０．６ １１１．２１ １５，６８１
１２月 ３５，８０７ △ ２．８ ６，５７８ △ １．３ １０２．１ １．４ １００．９ ０．７ １１２．３４ １５，３０８

２０年 １月 ３１，２１４ △ ２．６ ５，８４１ △ １．６ １０１．９ １．４ １００．７ ０．７ １０７．６６ １３，５９２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１５年度 １９３，２７２ △ ３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △ ２．５
１６年度 １８９，５１９ △ １．９ ５１，５３５ △ １．３ ９０，０６６ △ ２．１ ４７，９１８ △ ２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △ １．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △ ５．８ ４３，７８０ △ ５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３１ △ ４．２

１８年１０～１２月 ３５，５６７ △ ４．９ ９，２１５ △ １．７ １４，９３６ △１５．４ １１，４１６ １０．２ １，０２５，５０８ △ １．０
１９年１～３月 ５０，６７８ △ ８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △ ５．８

４～６月 ４３，５２８ △ ４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △ ８．１ １３，３４９ △ ５．７ ９７０，３２４ △ ６．８
７～９月 ４１，０３４ △ ７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △ ５．９
１０～１２月 ３４，６８２ △ ２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △ ５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △ １．９

１９年 １月 ９，７７３ △ ６．７ ２，６７６ ４．２ ４，０１２ △１９．６ ３，０８５ ５．６ ３０８，２５５ △ ５．３
２月 １３，２６８ △ ９．５ ３，４３３ △ １．４ ５，５９８ △１９．６ ４，２３７ ０．８ ４２４，９３７ △ ４．２
３月 ２７，６３７ △ ８．９ ７，２２０ ２．８ １１，８９７ △２１．０ ８，５２０ ３．３ ６３９，４９７ △ ７．１
４月 １４，４６８ △ ６．３ ３，７２０ ４．６ ６，２５３ △１３．７ ４，４９５ △ ２．９ ２９０，０６２ △ ７．３
５月 １３，４８５ △ ６．０ ３，４２０ ０．１ ５，５９２ △１１．７ ４，４７３ △ ２．５ ３０７，０７７ △ ４．８
６月 １５，５７５ △ ２．０ ３，９７３ ４．９ ７，２２１ ０．８ ４，３８１ △１１．３ ３７３，１８５ △ ８．０
７月 １５，１９１ △ ８．２ ４，３５１ １３．３ ６，９０９ △１３．７ ３，９３１ △１６．４ ３５８，０１９ △ ９．７
８月 １０，６０７ △ ６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △ ２．１
９月 １５，２３６ △ ７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △ ５．０
１０月 １２，６１９ １．２ ３，９８４ ３４．５ ５，００８ △ ９．８ ３，６２７ △ ８．２ ３３５，８８６ １．１
１１月 １２，６１５ △ １．２ ３，９９３ １８．３ ５，４５９ ３．０ ３，１６３ △２２．８ ３６４，４８９ ０．６
１２月 ９，４４８ △ ８．５ ２，９３９ ２．２ ３，５９１ △１２．２ ２，９１８ △１３．３ ３０５，３４２ △ ７．７

２０年 １月 ９，７４４ △ ０．３ ２，６６７ △ ０．３ ４，０６８ １．４ ３，００９ △ ２．５ ３２０，０８４ ３．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２９ ―
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △ ５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △ ７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △ ４．７ １２９，６２２ △ ５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △ ５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △ ５．２ １２７，４１３ ２．０

１８年１０～１２月 １４，２９６ △１０．０ ３，４１７ ５．２ １２０，１７６ △１９．６ ２９，６７９ △ ３．１ ２９，８８４ △ １．６
１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △ １．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △ ３．３

４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △ ２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △ ０．７ ２９，７２１ △１０．８
７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △ ７．３ ３０，５６６ △ １．４
１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △ ２．９ ２９，８９３ ０．０

１９年 １月 １，７６４ △ １．０ ９２２ △ ０．７ １３，１４６ １．０ ６，１２０ △ ０．９ ８，５１６ ２．６
２月 ２，１２４ △ ３．４ ８７３ △ ９．９ １０，６０４ △１９．３ ５，７７８ △ ４．６ ９，６７２ △ ４．２
３月 ２，７３０ △２９．４ ９９５ ５．５ １１７，２９０ １７．９ １５，８４０ １７．１ １４，９９８ △ ５．８
４月 ５，８３６ ３４．５ １，０７３ △ ３．６ １４２，０３７ △ ６．５ １１，５６８ １．５ ９，３０９ △ ９．０
５月 ３，３３４ △３２．４ ９７１ △１０．７ ８３，７８５ △１３．５ ８，４９０ △ ０．４ ９，４４９ △ ３．１
６月 ６，８２１ ３２．８ １，２１１ ６．０ １０５，９３７ △１７．４ １０，９８２ △ ２．９ １０，９６３ △１７．９
７月 ３，８８３ △２８．８ ８１７ △２３．４ １２２，８９３ ４．６ １０，７２３ △ ４．０ ９，５０５ ８．０
８月 ２，３５３ △４７．５ ６３１ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △ ５．１ ８，９２１ △ ２．６
９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４０ △ ７．０
１０月 ３，４６７ △３５．６ ７６９ △３５．０ ７３，０２７ １４．２ １１，７４２ △ ３．２ ８，９０３ ３．３
１１月 ３，８６０ △１４．７ ８４３ △２７．０ ４０，０８２ １３．３ ８，６８５ △ ４．３ １０，０３９ ０．９
１２月 ３，０５９ △３０．２ ８７２ △１９．２ ３１，４２６ ５０．８ ８，３８４ △ １．１ １０，９５１ △ ３．３

２０年 １月 ２，１０３ １９．２ ８７０ △ ５．７ １４，９８７ １４．０ ５，９０７ △ ３．５ ９，４８９ １１．４

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（パート含む常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値 原数値

１５年度 １３，０９０ △ ３．７ ０．４５ ０．６６ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △ ２．４ ０．５０ ０．８３ ５．７ ４．６ ５７７ △ ７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △ ０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △ ３．８ １３，１７０ △ ０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △ １．６ １３，３３７ １．３

１８年１０～１２月 ３，１０３ ３．１ ０．５５ １．０７ ５．４ ３．９ １３２ △ ４．３ ３，３６６ △ ２．０
１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５４ １．０８ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７

４～６月 ３，００３ △ ２．６ ０．４８ ０．９３ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２
７～９月 ４，０２８ △ １．９ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６
１０～１２月 ３，０３２ △ ２．４ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１

１９年 １月 ８３８ △ ２．０ ０．５３ １．０９ ↑ ４．０ ３８ △１７．４ １，０９１ ４．０
２月 ９２６ ８．３ ０．５４ １．０９ ５．５ ４．１ ４９ ２．１ １，１０２ ５．６
３月 １，０１９ １．２ ０．５４ １．０６ ↓ ４．２ ７２ ４６．９ １，２４７ △ ０．６
４月 ８２０ △ ０．３ ０．４７ ０．９５ ↑ ４．０ ４７ △２１．７ １，１２１ ３．１
５月 １，０２６ △ ６．９ ０．４８ ０．９２ ５．３ ３．８ ７４ １００．０ １，３１０ ２１．０
６月 １，１５８ △ ０．１ ０．４９ ０．９２ ↓ ３．６ ５１ １０．９ １，１８５ ６．７
７月 １，２２５ △ ４．４ ０．５０ ０．９５ ↑ ３．５ ５２ ２０．９ １，２１５ １５．６
８月 １，５０５ △ １．０ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ ５０ ６１．３ １，２０３ ２．９
９月 １，２９９ △ ０．７ ０．５５ １．０１ ↓ ４．０ ３６ △ ５．３ １，０４７ ４．３
１０月 １，１４０ △ ８．３ ０．５５ １．００ ↑ ４．０ ４７ △ ９．６ １，２６０ ８．１
１１月 ９４１ ０．１ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ ５０ ２８．２ １，２１３ １１．２
１２月 ９５１ ２．８ ０．４９ １．００ ↓ ３．５ ３５ △１４．６ １，０９７ △ １．０

２０年 １月 ８３８ ０．０ ０．５１ １．００ － ４．０ ５０ ３１．５ １，１７４ ７．６

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ３０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４１／本文／０２８～０３１　主要経済指標  2008.03.18 18.52.00  Page 30



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 ２１６，７１８ △ ３．９ ５６０，６０３ ６．３ ６７１，０５７ △ ７．６ ４４８，５５２ ４．２
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６２４ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，１３９ １３．１

１８年１０～１２月 ８９，８２９ １０．２ ２０１，８６２ １１．２ ３２０，２０５ １３．２ １７５，５５２ １０．８
１９年１～３月 ８１，３６３ ２４．０ １９８，８３６ １２．５ ２９６，５９８ ４．１ １７２，８４３ ６．６

４～６月 ９３，６３２ ２８．９ ２０４，８２３ １３．１ ２８３，５８０ △１４．８ １７９，５７４ ９．９
７～９月 １０３，２４７ ２７．８ ２１３，６２０ １０．７ ３２０，４０１ ２．０ １８３，３３０ ６．３
１０～１２月 r ９９，５１４ １０．８ r ２２２，１１８ １０．０ r ３８６，８４４ ２０．８ p１９５，４６７ １１．３

１９年 １月 ２４，１１５ ３０．４ ５９，５３２ １９．０ １１３，４１１ １８．２ ５９，５６７ １０．３
２月 ２７，２８２ ５５．１ ６４，１７７ ９．７ ７５，８１２ △１３．４ ５４，４３１ １０．２
３月 ２９，９６６ １．４ ７５，１２７ １０．３ １０７，３７５ ５．９ ５８，８４５ ０．２
４月 ３２，７３６ ３１．５ ６６，３２９ ８．２ １０１，７７６ △ ０．２ ５７，１１７ ３．５
５月 ２９，６０８ ３０．９ ６５，６５０ １５．１ １１４，５８０ △ ４．３ ６１，８１７ １５．６
６月 ３１，２８８ ２４．５ ７２，８４４ １６．２ ６７，２２４ △３９．５ ６０，６３９ １０．８
７月 ３０，４１１ １５．２ ７０，６３４ １１．８ ９７，０４６ ８．８ ６４，０２２ １７．１
８月 ３０，１２８ ７．２ ７０，２８３ １４．５ １０８，２１８ △ ４．２ ６２，９４６ ５．８
９月 ４２，７０８ ６２．７ ７２，７０３ ６．５ １１５，１３７ ２．８ ５６，３６３ △ ３．２
１０月 ３５，０３９ △ ８．６ ７５，０６６ １３．８ １１５，７０６ １２．９ ６５，０４４ ８．７
１１月 ３２，８４２ ３４．８ ７２，６８９ ９．７ r １３９，４３０ ３０．５ r ６４，８０９ １３．３
１２月 r ３１，６３３ １６．７ r ７４，３６３ ６．９ r １３１，７０８ １８．９ p ６５，６１４ １２．２

２０年 １月 p ２７，２２２ １２．９ p ６４，１１５ ７．７ p１２９，７５７ １４．４ p ６４，９０９ ９．０

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 １２０，７２６ ０．５ ５，１５８，０２３ ２．０ ８６，７０８ △ ０．３ ４，０１３，０５１ △ ３．２
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △ ０．６ ３，８９４，３９０ △ ３．０
１７年度 １２３，１６０ △ ０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △ ０．６ ３，９９２，０９４ ０．９

１８年１０～１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８
１９年１～３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △ ０．６ ３，９９２，０９４ ０．９

４～６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７～９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △ １．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０～１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △ ０．３ ４，０４４，０５２ １．０

１９年 １月 １２３，３１５ １．０ ５，２６２，０７５ ０．６ ８７，７４６ １．８ ３，９６８，５０９ １．７
２月 １２３，５１１ ０．５ ５，２７８，１０６ １．０ ８７，８０２ ０．６ ３，９６０，２３９ １．５
３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △ ０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４月 １２６，９２４ １．４ ５，３８８，７７４ １．５ ８９，０５９ △ ０．１ ３，９６３，５８３ １．０
５月 １２５，１１０ １．５ ５，４１５，０２６ １．９ ８７，５７５ ０．０ ３，９４１，８８９ ０．６
６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７月 １２５，６７４ １．８ ５，３７８，９１８ ２．８ ８６，８０８ △ １．０ ３，９５２，０４５ ０．３
８月 １２５，３６９ １．８ ５，３５３，１３３ ２．３ ８６，７８７ △ １．２ ３，９６３，２７６ ０．８
９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △ １．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０月 １２５，１３６ １．８ ５，３５５，３２６ ２．７ ８８，１１１ ０．７ ３，９５５，５３９ ０．７
１１月 １２５，８４１ １．８ ５，４２８，６８７ ３．０ ８７，３４１ △ ０．７ ３，９６８，２６８ ０．４
１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △ ０．３ ４，０４４，０５２ １．０

２０年 １月 １２５，５００ １．８ ５，４２０，９４７ ３．０ ８７，３７５ △ ０．４ ４，００８，５７８ １．０

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３１ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４１／本文／０２８～０３１　主要経済指標  2008.03.18 18.52.00  Page 31
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